
（別記） 

令和６年度新庄市農業再生協議会水田収益力強化ビジョン 

 

１ 地域の作物作付の現状、地域が抱える課題  

 当市は山形県の北東部、最上地域のほぼ中央に位置し、奥羽山脈と出羽山地の山々に囲

まれた新庄盆地にあり、市内全域に水田がある。気候は典型的な内陸盆地型気候となって

おり、冬季は季節風の影響により積雪量は多い。 

 全水田面積に占める水稲作付面積の割合が７０％を超えており、水稲への依存度が高く、

転作作物においては、加工用米や土地利用型作物であるそばや飼料作物の取組が多くの割

合を占めている。 

主食用米の需要が落ち込んでいる状況にある中で、新型コロナウイルス感染症の感染拡

大により更なる国内需要の落ち込みがあり、新たな市場の開拓や売れる米作りが急務とな

っている。 

 そば、大豆については、排水不良、土壌酸度の不適正等により単収の低下を招いており、

排水対策や土壌改良が必要となっている。 

 

２ 高収益作物の導入や転換作物等の付加価値の向上等による収益力 
強化に向けた産地としての取組方針・目標 

水田面積に占める水稲作付の割合が高い地域となっている。適地適作を基本とするが、

土地利用型作物であるそばや大豆について、排水対策や土壌改良により収量を改善する取

組にも力を入れ、農業者の所得向上を目指していく。 

この数年間は、新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響により、外食・中食での主

食用米の国内需要が落ち込み、所得の安定化を図ることが難しい状況だったため、新たな

市場の開拓が必要であり、輸出等への取組を行っていく。 

また、農業者の所得向上に資する取組として、低コスト生産技術の導入・普及を積極的

に推進していくほか、農地中間管理機構との結びつきを強化し、農地の集積・集約化を図

っていく。また、労働時間の削減を目的として、転換作物の団地化を図っていく。特に大

豆の作付面積の団地化について積極的に推進し、取組に対する支援も行っていく。 

 

３ 畑地化を含めた水田の有効利用に向けた産地としての取組方針・目標  

当市は米の産地として、需要に応じた米生産を基本とし、転換作物とのブロックローテ

ーションを進めていく。ただし、畑地化意向がある場合には、畑地化促進事業を積極的に

活用していく。また、産地づくりに向けた体制構築支援を活用し畑地化促進のための関係

機関との打ち合わせ、現地確認を行い転換作物の生産を促進する。 

 

４ 作物ごとの取組方針等  

（１）主食用米 

売れる米作りの徹底によって米の主産地としての地位を確保する。前年の需要動 

向や集荷業者等の意向を勘案しつつ、主食用米の生産を行う。また、中食・外食のニー

ズに対応した業務用米の生産と安定取引の推進を図るとともに、担い手への大型機械

の導入や直播栽培などの低コスト化に取り組み、所得の向上を目指す。 

 

（２）備蓄米 

政府備蓄米の買入入札での落札による取り組みを維持する。 



 

（３）非主食用米 

 

  ア 飼料用米 

主食用米の需要減が見込まれる中、飼料用米を転作作物に位置づけ、地元需要者と

のマッチングを図るなど流通体制の構築を進めるとともに、多収品種の導入、共同防

除作業等によるコスト低減の取組の推進により、生産拡大を図る。 

 

  イ 米粉用米 

主食用米の需要減が見込まれる中、米粉を使った加工食品の試作・研究が進められ

ており、今後米粉用米の需要拡大が見込まれることから、導入を検討する。 

 

  ウ 新市場開拓用米 

国内の主食用米の需要減が見込まれる中、大きな需要が見込まれる海外マーケット

等の開拓を今後も図っていく。 

 

  エ WCS用稲 

稲作農家にとっては作りやすく、畜産農家には飼料価値の高い飼料作物であるが、

所得の確保や新たな設備投資が必要なことなどの課題があるため、需要動向を勘案し

ながら、ＷＣＳ用稲の作付を維持していく。 

 

  オ 加工用米 

市内に主な実需者がいないことから、ＪＡ・集荷業者と実需者との結びつきを強化

し、出荷契約数量の拡大を目指す。また、産地交付金を活用し、複数年契約等による

安定した取組を推進する。 

 

（４）麦、大豆、飼料作物 

麦については、取り組まない。 

大豆については、排水不良水田においては、弾丸暗渠等による排水対策や土壌改 良

に取り組みながら、産地交付金で団地化に対する支援を設け、労働時間の短縮を図り、

作付面積を拡大していく。 

飼料作物については、耕種農家と畜産農家の結びつきを強化し、需要に応じた安定供

給を行うため、作付けを維持していく。また、土づくりの観点から、耕畜連携の資源循

環についても推進していく。 

 

（５）そば、なたね 

そばについては、地域の実需者であるソバ店等との契約やＪＡ等集荷業者との契約

に基づき、品質の向上と生産量の増を図るため、排水対策に取り組み、産地交付金を活

用し、生産面積の拡大を目指す。 

なたねについては、取り組まない。 

 

（６）地力増進作物 

   地力増進作物についての支援は行わない。 

 

 

（７）高収益作物 

園芸産出額の更なる拡大と競争力の高い農業者の育成に向け、園芸品目の戦略的な

産地づくりを支援することを目的として、重点振興作物、振興作物を定め、特に重点振



興作物については魅力ある産地づくり、ブランド化を図るため、産地交付金を活用し

て、作付面積の拡大を図る。

振興作物については、産地交付金を活用し、品質の維持向上を図る。

   ○重点振興作物（10品目）

    にら、ねぎ、たらの芽、うるい、トルコギキョウ、アスパラガス、ふきのとう、り

んどう、トマト（ミニトマトを含む）、きゅうり

   ○振興作物（15品目）

    さといも、みつば、おうとう、なす、ストック、啓翁桜、ラズベリー、

ひまわり、すいか、にんじん、きく（小ぎくを含む）、カスミソウ、

シャインマスカット、スターチス、行者にんにく



５　作物ごとの作付予定面積等
（単位：ha）

うち
二毛作

うち
二毛作

うち
二毛作

2,541 2,589 2,556

130 92 130

155 140 155

0 0 0

0 4 0

109 110 110

469 447 324

0 0 0

50 54 65

364 324 347

・子実用とうもろこし 0 0 0

393 393 383

0 0 0

0 0 0

111 87 95

・野菜 106 83 91

　・にら 48 35 39

　・ねぎ 23 24 26

　・たらの芽 15 8 9

　・うるい 11 7 8

　・アスパラガス 6 5 5

　・きゅうり 2 2 2

　・トマト（ﾐﾆﾄﾏﾄ） 1 1 1

　・ふきのとう 0 1 1

・花き・花木 5 4 4

　・トルコギキョウ 3 2 2

　・りんどう 2 2 2

13.9 12.7 15.0

・野菜 12.1 10.9 12.6

　・すいか 4 2.6 3.0

　・さといも 3 3.6 4.2

　・なす 4 3.4 4.0

　・にんじん 0.9 0.8 0.9

　・みつば 0.4 0.1 0.1

　 　・行者にんにく 0.1 0.4 0.4

・花き・花木 0.6 0.6 0.9

　・啓翁桜 0.1 0.1 0.2

　・きく（小ぎく） 0.2 0.2 0.2

　・ストック 0.1 0.1 0.1

　・ひまわり 0.2 0.2 0.2

　・カスミソウ 0.0 0.0 0.1

　・スターチス 0.0 0.0 0.1

・果樹 1.2 1.2 1.5

　・おうとう 0.7 0.7 0.8

　・ラズベリー 0.4 0.4 0.4

　・シャインマスカット 0.1 0.1 0.2

0 0 0

198 279 378

麦

作物等

前年度作付面積等
当年度の

作付予定面積等
令和８年度の
作付目標面積等

主食用米

備蓄米

飼料用米

米粉用米

新市場開拓用米

WCS用稲

加工用米

その他

畑地化

大豆

飼料作物

そば

なたね

地力増進作物

高収益作物（重点振興作物）

高収益作物（振興作物）



６　課題解決に向けた取組及び目標

前年度（実績） 目標値

（令和５年度） （令和８年度）

111ha 97ha

（令和５年度） （令和８年度）

13ha 15ha

（令和５年度） （令和８年度）

20ha 22ha

（令和５年度） （令和８年度）

0ha 2ha

（令和５年度） （令和８年度）

195ha 220ha

（令和５年度） （令和８年度）

393ha 383ha

（令和５年度） （令和８年度）

220ha 235ha

（令和５年度） （令和８年度）

129ha 180ha

（令和５年度） （令和８年度）

436ha 437ha

（令和５年度） （令和８年度）

0ha 3ha

（令和５年度） （令和８年度）

10a当たりの収量
45㎏ 49kg

そばの取組面積 325ha 330ha

（令和５年度） （令和８年度）

大豆の団地化面積 19ha 22ha

大豆の作付面積 49ha 65ha

（令和５年度） （令和８年度）

取組面積 26ha 44ha

10ａあたりの収量 185kg 195kg

（令和５年度） （令和８年度）

0ha 3ha

※　必要に応じて、面積に加え、取組によって得られるコスト低減効果等についても目標設定してください。
※　目標期間は３年以内としてください。

8

加工用米9

大豆
大豆の団地化
支援助成

加工用米
定着取組助成

加工用米

大豆
大豆の生産性向上

取組助成

そば
そばの多収栽培

支援助成

加工用米
低コスト生産取組助成

加工用米
複数年契約助成

加工用米
定着取組面積

加工用米
低コスト生産取組面積

重点振興作物作付面積

振興作物作付面積

取組面積

取組面積

取組面積

目標

1

13

12

10

11

5

6

7

2

3

重点振興作物 重点振興作物助成

振興作物 振興作物助成

4

整理
番号

対象作物 使途名

飼料用米生産ほ場の稲わら
耕畜連携助成
（わら利用）

14 新市場開拓用米
新市場開拓用米
複数年契約助成

新市場開拓用米複数年
契約取組面積

飼料作物等
耕畜連携助成
（水田放牧）

飼料作物等
耕畜連携助成
（資源循環）

そば そば振興助成 そばの作付面積

加工用米複数年
契約取組面積

取組面積新市場開拓用米
新市場開拓用米

取組助成

加工用米



７　産地交付金の活用方法の概要

都道府県名：山形県

協議会名：新庄市農業再生協議会

1 重点振興作物助成 1 20,000 重点振興作物 作付面積に応じて助成

2 振興作物助成 1 10,000 振興作物 作付面積に応じて助成

3 耕畜連携助成（わら利用） 3 3,000 飼料用米生産ほ場の稲わら
利用供給協定に基づき実施する飼料用米生産ほ場の稲わ
ら利用の取組面積に応じて助成

4 耕畜連携助成（水田放牧） 3 3,000 飼料作物等
利用供給協定に基づき実施する飼料作物の作付水田にお
ける牛の放牧の取組面積に応じて助成

5 耕畜連携助成（資源循環） 3 7,000 飼料作物等
飼料作物等の供給を受けた家畜の排せつ物から生産され
た堆肥を飼料作物等を作付けする水田に施肥する取組面
積に応じて助成

6 そば振興助成 1 20,000 そば 作付面積に応じて助成

7 加工用米複数年契約助成 1 2,000 加工用米
令和３年産以降に３年以上の複数年契約締結をした加工用
米作付面積に応じて助成

8 加工用米定着取組助成 1 1,000 加工用米
当年までの3年間継続して取り組んだ加工用米の面積に応
じて助成（複数年契約分は除く）

9 加工用米低コスト生産取組助成 1 1,000 加工用米 低コスト生産の取組を行った面積に応じて助成

10 新市場開拓用米取組助成 1 20,000 新市場開拓用米 作付面積に応じて助成

11 そばの多収栽培支援助成 1 3,000 そば
排水対策、追肥、条播のいずれか１つ以上取組を行った面
積に応じて助成

12 大豆の団地化支援助成（1ｈａ） 1 5,000 大豆 １ｈａ以上の団地化した面積に応じて助成

13 大豆の生産性向上取組助成 1 2,000 大豆
湿害対策技術、耕うん同時畝立播種、土壌診断に基づく土
づくりのいずれか１つ以上取組を行った面積に応じて助成

14 新市場開拓用米複数年契約助成 1 10,000 新市場開拓用米
３年以上の複数年契約締結をした新市場開拓用米作付面
積に応じて助成

対象作物
※３

取組要件等
※４

整
理
番
号

使途
※１

作
期
等
※２

単価
（円/10a）

※１　二毛作及び耕畜連携を対象とする使途は、他の設定と分けて記入し、二毛作の場合は使途の名称に「○○○（二毛作）」、耕畜連携の場合は使途の名称に「○○○（耕畜連携）」と記入してくださ
い。
　　　ただし、二毛作及び耕畜連携の支援の範囲は任意に設定することができるものとします。
　　　　なお、耕畜連携で二毛作も対象とする場合は、他の設定と分けて記入し、使途の名称に「○○○（耕畜連携・二毛作）」と記入してください。
※２　「作期等」は、基幹作を対象とする使途は「１」、二毛作を対象とする使途は「２」、耕畜連携で基幹作を対象とする使途は「３」、耕畜連携で二毛作を対象とする使途は「４」と記入してください。
※３　産地交付金の活用方法の明細（個票）の対象作物を記載して下さい。対象作物が複数ある場合には別紙を付すことも可能です。
※４　産地交付金の活用方法の明細（個票）の具体的要件のうち取組要件等を記載してください。取組要件が複数ある場合には、代表的な取組のみの記載でも構いません。


